
平成３０年度 障害福祉サービス

報酬改定によるリハセンへの影響
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リハビリテーションセンターは
障害福祉サービス
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■ 障害福祉サービスは障害者総合支援法に基づいたサービス

■ 財源について
国庫負担

50%

都道府県負担
25%

市町村負担
25%

H26年のデータによると、
給付費全体に対する利用
者負担の割合は0.25％
負担金０の人が93.4％



リハビリテーションセンターの事業

■ 生 活 介 護

■ 就労移行支援

■ 施設入所支援
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■ 自 立 訓 練
機能訓練（定員20名）

生活訓練（定員6名）
H30年4月よりスタート

（定員6名）

（定員8名）

（定員30名）

自立訓練と就
労移行の利用
者が対象



平成30年度報酬改定による各サービスの影響
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■施設入所支援

平成２９年度 平成３０年度

区分６ ４２５ ４２７

区分５ ３２７ ３５９

区分４ ２８５ ２８６

区分３ ２１２ ２１３

区分２以下 １５０ １５１

各区分で1～2
単位の微増で
ほとんど影響
なし

※1単位10円⇒10.20

円



平成30年度報酬改定による各サービスの影響
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■生活介護
平成２９年度 平成３０年度

生
活
介
護
サ
ー
ビ
ス
費

区分６ １０９９ １１０４

区分５ ８２１ ８２４

区分４ ５７８ ５８０

区分３ ５２０ ５２２

区分２以下 ４７４ ４７６

各区分で2～5
単位の微増で
ほとんど影響
なし

※1単位10円⇒10.18円

平成２９年度 平成３０年度

リハ加算 ２０
リハ加算1 ４８

リハ加算2 ２０

《新設》
頚損など四肢
麻痺等の方が
対象《加算》



平成30年度報酬改定による各サービスの影響
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■自立訓練（機能訓練）

平成２９年度 平成３０年度

機能訓練
サービス費

６７９ ６８２

《新設》
機能訓練の利用
を経て一般就労
（復職も可）し、
6ケ月以上職場
定着した人の人
数に５７点を乗
算する。
★H29年度に対
象者が4名おら
れたため、
57×4＝228

平成２９年度 平成３０年度

リハ加算 ２０
リハ加算1 ４８
リハ加算2 ２０

《加算》

就労移行支援体制加算 ２２８

《新設》
頚損など四肢
麻痺等の方が
対象

※1単位10円⇒10.18円



平成30年度報酬改定による各サービスの影響
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■自立訓練（生活訓練）

平成３０年度

生活訓練サービス費 ６４１

平成３０年度

個別計画訓練支援加算《新設》 １９

就労移行支援体制加算《新設》 ０

《加算》

H29年度の
実績がないため

※H30年度開始のサービスなので
H29年度との比較はありません

※1単位10円⇒10.18円



平成30年度報酬改定による各サービスの影響
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■就労移行支援

平成２９年度 平成３０年度

就労移行支援
サービス費

６８６ ９６４

平成２９年度 平成３０年度

就労定着支援
体制加算

３００
H30年9月末以降廃

止 １５７

《加算》

前年度において、就労定着
者が6ケ月、12ヶ月、24ヶ
月の割合に応じて算出

『就労定着支援』と
いうサービス（事
業）が新設されたた
め廃止となる

H29年度の実績の
半分の単位で9月末
まで算定できる

H29年度中に就労
し6ケ月以上職場定
着した方の割合に
応じて算出される

※1単位10円⇒10.18円



平成30年度報酬改定による各サービスの影響
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◎障害者の就労支援等の推進
障害者がその適正に応じて能力を十分発揮し、地
域で自立した生活が実現できるようにする

リハセンの役割・・・就労につなげ、定着するよう
支援すること

H30年度報酬
改定の基本
的な考えの
一つ



新潟県障害者リハビリテーションセンター

夢と希望
そして自立と参加へ…

ご静聴ありがとうございました


